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再エネをどう売る？

特　集特　集

り方やバリューチェーン
の見直しが必要だ。企業
が持つアセットを超えた
変革、攻めの領域にＤＸ
を使っていくポテンシャ
ルがあると思っている。
　モノを売って終わりでは
なくサブスクリプションモ
デルへの転換。例えば電球
であれば、それそのものを
売るのではなく「照らす」
という価値、稼働時間に合
わせて課金するといった事
例がある。電球の利用データ、消費者
の行動データを取得・分析して最適な
環境を作ることがデジタル社会で実現
できるようになった。

－脱炭素とＤＸがどう結びつくのか

西澤　昔は一部の人しか保有していな

　デジタル人材の伴走によるＤＸ現場支援事業を展開するメンバーズ。同社では以前から「脱炭素ＤＸ」という

ワードを掲げ、2023年度には企業の脱炭素ＤＸ支援を専門とする社内カンパニー「脱炭素ＤＸカンパニー」およ

び、脱炭素ＤＸ事例創出の推進を目的とした先進事例研究・情報発信を行う「脱炭素ＤＸ研究所」を設立し、2024

年４月から３年間で1,000人の脱炭素ＤＸ人材育成を目指すなど、この領域に注力している。ＤＸというワードも一

般化してきた昨今だが、メンバーズ専務執行役員の西澤直樹氏に、ＤＸをどう考えているか、脱炭素とどう結びつ

くか、脱炭素ＤＸとは何なのかなどを聞いた。

企業が迫られる変革、デジタル活用し事業に脱炭素の目線を
メンバーズ専務執行役員の西澤直樹氏に聞く

－ＤＸというワードは様々な形で使わ

れるが、どう認識しているか

西澤　私はデジタルよりもトランス
フォーメーション、社会や企業の変革
が重要だと考えている。デジタル化の
意味でＤＸというワードが使われる
ケースもあるが、デジタルは手段でし
かない。
　脱炭素や気候変動問題の枠にとどま
らず、持続可能性という観点で大量
生産・大量消費モデルからの変革が
求められている。日本は人口減少や
人手不足という課題も抱えており、デ
ジタライゼーションを進めることも悪
くはないが、今までと異なる事業モ
デルを考えること、変革することが
本質だろう。

－どう考えればいいのか

西澤　省人化や効率化を超えて、売

かった、専門職用だったデジタルスキ

ルも、昨今ではもはやビジネスパー

ソンに必須となった。脱炭素領域、グ

リーンスキルもいずれ同様になるだろ

う。つまりＤＸの次にＧＸが求められ

る。企業活動の評価のうち非財務情報

の重要性は増していく。炭素排出量だ

けでなく、水や資源についてもデータ

に基づいた開示が求められる。

－炭素生産性を高めるには、売上高を

上げる方法と、排出量を下げる方法が

ある。メンバーズが注力するのは

西澤　ビジネスモデルの変革により稼

ぎ方を変えていくという観点では、売

上高を上げる方に近いかと思う。排出

量の削減は基本的に省エネを進め、再

エネを導入し、それでも厳しければク

レジットを購入する、と概ね取り組み

方が決まっている。デジタル化による

削減も一定程度はあるだろうが、全体
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のボリュームから見れば微々たるもの

だろう。

－脱炭素を取り入れながらどうトラン

スフォーメーションするべきか

西澤　目指す将来像を描いてから、
そこに至る道筋を作るのがよいと考
えている。パーパス(企業の存在意義)
の定義からの支援もメンバーズでは
行っている。我々自身もCSV(Creating 
Shared Value、共有価値の創造)や
ミッション・ビジョン経営を取り入れ
て成長した経験がある。
　今後のビジネスを構築する中では、
必然的にグリーンの要素が入ってく
る。デジタルに強みを持つ企業支援
サービスを提供する会社は多数ある
が、我々は加えて、社員全員が一定以
上のカーボンリテラシーを持つことを
目指している。
　社内でもＧＸスキルのレベル定義を
進めている。単純な炭素会計の算出や
CDP、SBTiがどういう基準で何を求め
ているかといった概要の理解がファー
ストステップ。次のステップとして非
財務情報を読み解いて課題を洗い出
し、改善ポイントを立案し実践できる
ことになる。さらに先、最終的には広
く脱炭素経営の提案ができる、という
方向性。企業の成長と炭素排出量の減
少の両立、デカップリング実現を支援
していきたい。３年間で1,000人の脱
炭素ＤＸ人材を育成することを目指し
ている。また、例えば10月から開始し
た全社員が参加する社内研修では、脱
炭素経営が求められる背景などを学び
基本的な知識の取得を目指している。
　実際には、徐々にビジネスをグリー
ン化していく計画になるだろう。まず
は炭素会計や削減計画の策定にとりか
かる企業が多い。一方で実行しようと
すればコストアップになる。これをど
のように価値につなげるかが課題だ。
グリーンビジネスをどう価値に変える
かで試行錯誤が始まっている。策定し
た計画と進捗でズレが生じることも
あると思う。我々も計画を策定して
終わりではなく、実行を伴走支援する
パートナーになる。ちなみにメンバー

ズでは脱炭素ＤＸの依頼ではないＤＸ
内製化の伴走支援を行う中で、顧客
から求められていなくても売上に対す
る炭素排出量を示すことなどに取り
組んでいる。

－「価値」に変えるには、消費者への

価格転嫁が必要ではないか

西澤　消費者に価値として実感しても
らうのは、現状では難しい。企業も足
元では規制対応や取引先からの要請と
いう文脈で動いている。
　消費者に自分ごととして捉えてもら
う、世論形成や教育、啓蒙活動も必要
ではないか。エネルギー問題としてと
いうよりは気候変動、酷暑によって働
く時間が短くなったり、熱中症と言っ
た労働災害が起きることなどを伝え
ていかなければ。今の消費者意識を形
成したのもマーケティングであり、だ
からこれを変えるために、我々マーケ
ティング支援も行う企業ならではので
きることがあると考えている。例え
ば、SBI新生銀行のサステナビリティ
預金プロジェクトではマーケティング
コミュニケーション支援を行った。

－サステナブルウェブデザインという

消費電力の少ないホームページ設計を

行っている。こうした取り組みはグ

リーン化から来るものなのか

西澤　クラウド化やローコード、ノー
コードといった、稼働側の負荷が少な
いシステム構築がデジタル側のトレ

ンドとしてある。デジタル側の負荷を
下げることで消費電力が削減され、脱
炭素につながるため、メンバーズでも
顧客に対して積極的に取り組み支援を
行っている。

－足元で「脱炭素ＤＸ」の依頼はどう

いった動機があるのか

西澤　大きく分けてふたつのケースが
ある。ひとつはサステナビリティを担
当する部署から、規制対応、データ収
集や評価の仕方、算定のコンサルティ
ングをしてほしいという要望が来る。
　もうひとつは事業部から新規事業を
立ち上げるにあたってサステナビリ
ティを取り入れたいといった要望や、
カーボンフットプリントを取り入れて
価値にできるかといった「稼ぐ力を高
める」という観点での依頼だ。
　現状で、これらが連動していないと
いうのが課題だと思う。解決策として
考えられるのは、インターナルカー
ボンプライシング。炭素に価格付けを
して、事業部側にコストとして認識さ
せ、そのうえで収支や事業計画を立て
させる。我々が事業支援する際も、ま
ず社内で導入されているか尋ねる。事
業目標設定に重要だと思う。税として
の実効性がどこまであるかは不透明だ
が、社内の判断軸として導入すること
は重要だと思う。


